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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における良好な景観の形成を推進するため、景観法（平成16年法律第110

号。以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるとともに、市川市景観基本計画の策

定その他の施策を講ずることにより、潤いのある豊かな生活環境の創造及び地域社会の健全な発

展に寄与することを目的とする。 

（用語） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及びこれに基づく命令において使用する用語の例に

よるものとする。 

（基本理念） 

第３条 良好な景観は、潤いのある豊かな生活環境の創造に大きな役割を担うものであることにか

んがみ、市民が誇りに思うことができる本市の景観が将来にわたり継承されるよう、市、市民及

び事業者の協働により、その整備、保全及び創出が図られなければならない。 

２ 良好な景観は、市の自然、歴史、文化等と人々の生活、経済活動等との調和により形成される

ものであることにかんがみ、適正な制限の下にこれらが調和した土地利用がなされること等を通

じて、その整備、保全及び創出が図られなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念及び第７条に規定する市川市景観基本計画（以下「基本理

念等」という。）にのっとり、良好な景観の形成に関する施策を総合的に策定し、及び実施する

責務を有する。 

２ 市は、良好な景観の形成に関する啓発及び知識の普及等を通じて、基本理念等に対する市民の



理解を深めるよう努めなければならない。 

３ 市は、良好な景観の形成に関する施策を策定するときは、市民の意見を反映するよう努め、及

び当該施策を実施するときは、市民及び事業者との協働に努めなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念等にのっとり、良好な景観の形成に関する理解を深めるとともに、良好

な景観を形成する主体であることを認識し、良好な景観の形成に積極的な役割を果たすよう努め

なければならない。 

２ 市民は、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

３ 市民は、屋外広告物に関する法令及び条例その他良好な景観の形成に資する法令及び条例を遵

守しなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念等にのっとり、土地の利用等の事業活動に関し、良好な景観の形成に

自ら努めるとともに、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

２ 事業者は、屋外広告物に関する法令及び条例その他良好な景観の形成に資する法令及び条例を

遵守しなければならない。 

第２章 良好な景観の形成に関する基本的施策等 

（市川市景観基本計画） 

第７条 市長は、本市における良好な景観の形成に関する考え方を明らかにするとともに、市、市

民及び事業者における良好な景観の形成のための指針を定める市川市景観基本計画を策定するも

のとする。 

（市の施策の策定等に当たっての配慮） 

第８条 市は、景観に影響する施策について、計画を策定し、及び実施するに当たっては、良好な

景観が形成されるよう十分に配慮しなければならない。 

（市民等との意見交換等） 

第９条 市は、市民及び事業者との協働により良好な景観の形成を促進するため、市民又は事業者

との意見交換の機会及び市民又は事業者の学習の機会を設けるよう努めなければならない。 

２ 市は、市民及び事業者に対し、良好な景観の形成に関し必要な情報を適切に提供するよう努め

なければならない。 

（市民等の活動に対する支援） 

第10条 市は、本市における良好な景観の形成に資する活動を行うものに対し、良好な景観の形成

について知識又は経験を有する者を派遣することその他支援の措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

（国等に対する協力要請） 

第11条 市は、必要があると認めるときは、国、他の地方公共団体その他公共的団体に対し、良好

な景観の形成について協力を要請するものとする。 

第３章 景観計画 

（景観計画） 

第12条 市長は、良好な景観の形成を促進するため、法第８条第１項に規定する景観計画（以下「景

観計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、景観計画の区域内において、地域の特性を生かした景観の形成を重点的に推進する必



要があると認める地区を景観重点地区として景観計画に定めることができる。 

３ 景観計画を策定する手続については、法第９条に定めるもののほか、この章に定めるところに

よる。 

一部改正〔令和元年条例24号〕 

（景観計画の原案の公表等） 

第13条 市長は、法第９条第２項の規定により市川市都市計画審議会の意見を聴くべき景観計画の

案を定める前に、当該景観計画の原案を定めるものとする。 

２ 市長は、景観計画の原案を定めようとするときは、第33条に規定する市川市景観審議会の意見

を聴くものとする。 

３ 市長は、景観計画の原案を定めたときは、規則で定めるところにより、公表するものとする。 

（景観計画の原案に対する意見の提出） 

第14条 前条第３項の規定により公表された景観計画の原案について意見を述べることを希望する

者は、当該公表があった日の翌日から起算して30日以内に、規則で定めるところにより、意見書

を市長に提出しなければならない。 

（公聴会等の開催） 

第15条 市長は、前条に定めるもののほか、市民の意見を反映させるために必要があると認めると

きは、景観計画の原案について公聴会又は説明会を開催するものとする。 

（景観計画の原案に対する意見の取扱い） 

第16条 市長は、第14条の規定により提出された意見及び前条の公聴会又は説明会において提出さ

れた意見を考慮して、景観計画の案を定めるものとする。 

２ 市長は、前項に規定する意見に対する考え方について、規則で定めるところにより、当該意見

と併せて公表するものとする。 

（計画提案が行われた際の手続の特例） 

第17条 法第11条第３項に規定する計画提案が行われた際に当該計画提案に係る景観計画の素案の

内容の一部を実現させて景観計画の案を定めようとする場合における第13条第３項の規定の適用

については、同項中「公表するものとする」とあるのは、「計画提案に係る景観計画の素案とと

もに公表するものとする」とする。 

（景観計画の変更） 

第18条 第13条から前条までの規定は、景観計画の変更について準用する。 

第４章 景観計画区域内における行為の制限等 

（景観計画区域内における行為で届出の対象とならないもの） 

第19条 法第16条第７項第11号に規定する景観行政団体の条例で定める行為は、次に掲げる行為と

する。 

(１) 法第16条第１項第１号又は第２号に掲げる行為であって、規則で定める要件に該当するも

の 

(２) 法第16条第１項第３号に掲げる行為 

一部改正〔平成23年条例39号・令和元年24号〕 

（一体性を有する行為の取扱い） 

第20条 ２以上の法第16条第１項第１号又は第２号に規定する行為が当該行為を行う者、当該行為

の区域、当該行為の着手時期その他の規則で定める事項を勘案して、一体性を有すると認められ



るときは、これらの行為を一の行為とみなして、前条に規定する行為に該当するか否かを判断す

る。 

（特定届出対象行為） 

第21条 法第17条第１項に規定する特定届出対象行為は、法第16条第１項第１号又は第２号の規定

による届出を要する行為とする。 

一部改正〔平成23年条例39号〕 

（事前相談） 

第22条 景観計画区域内において法第16条第１項第１号又は第２号に規定する行為をしようとする

者は、あらかじめ、当該行為が同項の規定による届出を要する行為か否かについて市長に相談す

ることができる。 

２ 市長は、前項の規定による相談があったときは、速やかに、当該行為が法第16条第１項の規定

による届出を要する行為か否かを回答するものとする。 

（事前協議） 

第22条の２ 法第16条第１項の規定による届出（規則で定める行為に係るものに限る。）をしよう

とする者は、景観計画に定められた良好な景観の形成に関する方針等について、規則で定めると

ころにより、市長と事前に協議を行うものとする。 

追加〔令和元年条例24号〕 

（勧告等） 

第23条 市長は、法第16条第３項又は法第17条第１項若しくは第５項の規定に基づき、これらの規

定による勧告又は命令をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わないときは、その

者に意見を述べる機会を与えた上で、その者の氏名及び住所（当該者が法人である場合にあって

は、その名称及び主たる事務所の所在地）並びにその事実を公表することができる。 

３ 市長は、前２項の規定による勧告、命令又は公表をしようとする場合において必要があると認

めるときは、第33条に規定する市川市景観審議会の意見を聴くものとする。 

一部改正〔令和元年条例24号〕 

（届出の内容の公表） 

第24条 市長は、法第16条第１項又は第２項の規定による届出の内容について、当該届出をした者

の同意を得て、その届出の内容を規則で定めるところにより公表することができる。 

（行為の完了等の報告） 

第24条の２ 法第16条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、当該届出に係る行為を完了

し、又は中止したときは、規則で定めるところにより、速やかに、その旨を市長に報告しなけれ

ばならない。 

追加〔平成23年条例39号〕 

（景観計画区域内における行為で届出の対象とならないものに係る景観計画への適合） 

第25条 法第16条第７項各号に掲げる行為をしようとする者は、当該行為が景観計画に係る法第８

条第３項第２号に規定する規制又は措置の基準に適合するよう努めなければならない。 

（景観重要建造物の管理の方法の基準） 

第26条 景観重要建造物の所有者及び管理者が行う法第25条第２項に規定する景観重要建造物の良

好な景観の保全のため必要な管理の方法の基準は、次のとおりとする。 



(１) 当該景観重要建造物に消火栓、消火器その他の消火設備を設けること。 

(２) 当該景観重要建造物の水による腐食を防止するための措置を講ずること。 

(３) 当該景観重要建造物の状況について定期的に点検し、規則で定めるところにより、その結

果を市長に報告すること。 

(４) 前３号に定めるもののほか、景観重要建造物の良好な景観の保全のために必要な措置とし

て規則で定める措置を講ずること。 

（景観重要樹木の管理の方法の基準） 

第27条 景観重要樹木の所有者及び管理者が行う法第33条第２項に規定する景観重要樹木の管理の

方法の基準は、次のとおりとする。 

(１) 当該景観重要樹木について病害虫を駆除するための措置を講ずること。 

(２) 当該景観重要樹木について、必要に応じ、枝打ち、整枝、危険な樹木の伐採その他これら

の措置に類する措置を講ずること。 

(３) 当該景観重要樹木の状況について定期的に点検し、規則で定めるところにより、その結果

を市長に報告すること。 

(４) 前３号に定めるもののほか、景観重要樹木の管理に必要な措置として規則で定める措置を

講ずること。 

第５章 市民等による良好な景観の形成に資する活動の促進 

（良好な景観の形成に資する活動を行う団体に対する助成） 

第28条 市は、本市における良好な景観の形成に資する活動を行う団体に対し、その活動に要する

費用の一部を助成することができる。 

（登録団体） 

第29条 前条の規定による助成を受けようとする団体は、市長の登録を受けなければならない。 

２ 前項の登録を受けようとする団体は、規則で定める申請書に次に掲げる書類を添付して、市長

に提出しなければならない。 

(１) 規約、会則、定款等の写し 

(２) 活動の概要を記した書類 

(３) 収支予算書 

(４) その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、前項の規定による申請をした団体が次の各号のいずれにも適合していると認めるとき

は、その登録をしなければならない。 

(１) 規約、会則、定款等を有していること。 

(２) 市内において活動をしていること。 

(３) その活動の内容が本市における良好な景観の形成に資するものであること。 

(４) 法令及び条例に違反する活動をしていないこと。 

(５) 公の秩序又は善良の風俗を害する活動をしていないこと。 

(６) 宗教的活動又は政治的活動をしていないこと。 

(７) もっぱら営利を目的とした活動を行っていないこと。 

４ 市長は、第１項の登録（以下「登録」という。）をしたときは、遅滞なく、その旨を第２項の

規定による申請をした団体に通知しなければならない。 

５ 市長は、第２項の規定による申請をした団体が第３項各号に掲げる要件に適合しないと認める



場合においては、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該申請をした団体に通知しなければ

ならない。 

６ 登録を受けた団体（以下「登録団体」という。）は、第２項の規定による申請に係る事項を変

更したとき又は団体を解散したときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を市長に

届け出なければならない。 

（登録の取消し） 

第30条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、登録を取り消すことができる。 

(１) 登録団体が、前条第３項各号に掲げる要件に適合しなくなったとき。 

(２) 登録団体が、偽りその他不正の手段により登録を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により登録を取り消したときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を

当該登録の取消しを受けた団体に通知しなければならない。 

（景観重要建造物等の所有者等に対する助成） 

第31条 市は、本市の景観重要建造物又は景観重要樹木の所有者又は管理者に対し、当該景観重要

建造物又は景観重要樹木の管理に要する費用の一部を助成することができる。 

（表彰） 

第32条 市長は、本市における良好な景観の形成に資する活動を行っているものを表彰することが

できる。 

第６章 市川市景観審議会 

（設置） 

第33条 本市に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、市川市景

観審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（任務） 

第34条 審議会は、次に掲げる事項に関し、市長の諮問に応じ調査審議するとともに、必要に応じ

建議することができる。 

(１) 景観計画の策定及び変更に関すること。 

(２) 法第16条第３項の規定による勧告並びに法第17条第１項及び第５項の規定による命令に関

すること。 

(３) その他本市における良好な景観の形成に係る事項に関すること。 

（組織） 

第35条 審議会は、委員７人以内で組織する。 

一部改正〔平成23年条例39号〕 

（委員） 

第36条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験のある者 

(２) 景観に係る活動を行う団体の推薦を受けた者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、非常勤とする。 

一部改正〔平成23年条例39号〕 

（会長等） 



第37条 審議会に、会長１人を置き、委員のうちから互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委員がその職務を

代理する。 

一部改正〔平成23年条例39号〕 

（会議） 

第38条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（事務） 

第39条 審議会の事務は、街づくり部において処理する。 

一部改正〔平成19年条例３号〕 

（報酬及び費用弁償） 

第40条 市は、委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する

条例（昭和31年条例第26号）の定めるところにより、報酬を支給し、及び職務を行うための費用

を弁償する。 

一部改正〔平成23年条例４号〕 

（委任） 

第41条 第34条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、審議会が市

長の同意を得て定める。 

第７章 雑則 

第42条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。ただし、第３章の規定、第19条から第25条まで

の規定及び第６章の規定、別表第１及び別表第２の規定並びに次項から附則第５項までの規定は、

同年７月１日から施行する。 

（市川市景観計画の策定の手続に関する条例の廃止） 

２ 市川市景観計画の策定の手続に関する条例（平成17年条例第11号）は、廃止する。 

（市川市景観計画の策定の手続に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前の市川市景観計画の策定の手続に関する条例により策定された景観計

画は、第３章の規定により策定された景観計画とみなす。 

（景観計画区域内における行為の制限に関する経過措置） 

４ 第19条から第25条までの規定並びに別表第１及び別表第２の規定は、平成18年８月１日以後に

着手する予定である法第16条第１項第１号又は第２号に掲げる行為について適用する。 

（市川市特別職の職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

５ 市川市特別職の職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手続及び公共施設等の整備に関する基準等を定



める条例の一部改正） 

６ 市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手続及び公共施設等の整備に関する基準等を定

める条例（平成13年条例第35号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成19年３月22日条例第３号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月28日条例第４号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年９月16日条例第39号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第19条、第21条及び別表の規定は、平成23年12月１日以後の景観法（平成16年法律第

110号）第16条第１項の規定による届出に係る行為について適用し、同日前の当該届出に係る行為

については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年12月14日条例第41号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日条例第19号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年12月18日条例第24号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

(１) 第19条及び第23条の改正規定並びに別表を削る改正規定並びに次項の規定 令和２年４月

１日 

(２) 第22条の次に１条を加える改正規定及び附則第３項の規定 公布の日から起算して１年を

超えない範囲内において規則で定める日（令和２年11月規則第72号で、同２年12月１日から施

行） 

（経過措置） 

２ 改正後の第19条及び第23条の規定は、令和２年４月１日以後の景観法（平成16年法律第110号）

第16条第１項の規定による届出に係る行為について適用し、同日前の当該届出に係る行為につい

ては、なお従前の例による。 

３ 改正後の第22条の２の規定は、附則第１項第２号に定める日から起算して60日を超えない範囲

内において規則で定める日（令和２年11月規則第74号で、同３年１月４日）を経過する日以後の

景観法第16条第１項の規定による届出に係る行為について適用する。 


